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 去る 1 月 24 日（水）公益社団法人土木学会地下空間研究委員会主催の第 29 回地下空間シン

ポジウムが、オンラインで開催されました。このシンポジウムは、『地下空間利用』という観点か

ら、これに関する計画、建設、防災、維持管理、環境、心理、空間デザイン、普及など、幅広い分

野にわたり意見・情報交換が行われる場となっており、毎年この時期に開催され、当会も後援して

います。今回は「次世代に向けた持続性の高い社会形成～災害から学んだ地下空間のこれからの役

割～」がテーマとして取り上げられました。 

 午前の論文発表は Zoom を活用したオンラインで開催され、3 つのセッションで 17 編の論文

発表と 4つの小委員会活動報告が行われました。A セッションは「建設、維持管理」、B セッショ

ンは「心理、計画、防災」、C セッションは「建設」の各部門で、このうち 1編が査読付き論文と

して発表されました。 

 プログラム（P6参照）の論文題名を一覧すると、これまで多かった防災関連の投稿が少なくな

り、代わって建設に関する論文が 7 件、建設関連の解析に関する論文が 5 件と多くなりました。

今回は特に C セッション 6 編が鉄道総合技術研究所からの論文発表で、次に紹介するように表彰

対象が多くを占め、質の高い発表が続

きました。 

 査読論文の論文奨励賞は新潟大学

の「フォトグラメトリを用いてVR空

間上に再現された地下空間が地下空

間利用に与える影響の検討－地下空

間を探索する利用者が得る視覚情報

の正確性の量的評価－」が受賞しまし

た。また、一般投稿論文の講演優秀賞

は鉄道総合技術研究所の「底盤改良の

盤ぶくれ抵抗メカニズムに関する実

験的・解析的検討」が、また、同 講

演奨励賞３件のうち２件を鉄道総合

技術研究所からの報告が受賞しまし

た。 

  

◆特別講演 

「観測ネットワークと防災科学技術」 

寶 馨   国立研究開発法人防災科学技術研究所 

理事長 

◆パネルディスカッション 

パネリスト（50音順）： 

青山芳彦 大阪市危機管理室防災計画担当課長 

内川亜紀 札幌駅前通りまちづくり株式会社取締役・ 

統括マネージャー 

大原美保 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

木暮敏昭 東京地下鉄株式会社鉄道本部安全・技術部 

次長 

寶 馨  防災科学技術研究所理事長（コメンテーター） 

コーディネータ： 

廣井 悠 東京大学先端科学技術研究センター教授 

（地下空間研究委員会防災小委員会幹事） 
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 午後の部では、冒頭に地下空間研究委員会 委員長の酒井 喜市郎氏（鉄建建設株式会社 常務執行

役員）の挨拶がありました。続いて講演論文表彰が発表され、更に地下空間研究委員会 幹事長の武

田 誠 先生（中部大学 工学部都市建設工学科 教授）より 2023 年委員会活動報告がありました。 

引き続き、国立研究開発法人 防災科学技術研究所の寶 馨 理事長から「観測ネットワークと防

災科学技術」と題して特別講演がありました。この講演では、まず防災科学技術研究所の概要につ

いて紹介があり、続いて我が国における特徴的な災害、すなわち地震・津波災害、豪雨・洪水災害

などについて指摘ありました。そして、これらの災害に対する防災科研の主な取組として次のよう

な説明がありました。 

 災害の観測・予測、リスク低減に向けた研究開発では、陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS)

が、高感度地震観測網（Hi-net）、南海トラフ海底地震津波観測網 (N-net)、自動気象データ収集

システム（AMeDAS）、GNSS 連続観測システム（GEONET）その他多くのシステムから、約

2100 観測点からなる世界最大規模の観測網とのことです。そしてこの観測結果は緊急地震速報

の開発・運用、震度情報発信・地震工学の進展による減災・全国地震ハザード評価への貢献につな

がっているとのことでした。 

 さらに、MOWLAS で観測した最新の地震情報を一目で見ることができる「防災地震 Web」、実

大三次元震動破壊実験施設「E-ディフェンス」、日本で発生する恐れのある地震による強い揺れの

予測データを提供する「J-SHIS」、そして「大型降雨実験施設」などの紹介がありました。 

後半では地下空間の災、法制度の改正とその意義、情報社会=自己責任社会、更に防災に役立つ

地下空間について話題提供いただき、パネルディスカッションの議論に移りました。 
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 大阪市東部地域の河川（寝屋川流域）は、上町台地を迂回するように流れるため、合流地点 （京

橋口）の排水が能力不足に陥りやすい特徴があります。一方、周辺地域から大阪市内へ昼間に流入

する人口が多く、昼夜間人口比率が５倍にもなります。このような条件下で地下街、地下鉄が発達

し、大阪市域の地下空間面積は約 22.5ha に達しています。  

 大阪市では地下街・地下道・地下駅管理者、接続ビル管理者、行政等で構成する「大阪市地下空

間浸水対策協議会」が平成２６年に発足し、浸水対策のガイドラン作成、相互連携訓練、ネットワ

ークづくりなどを実施しています。南海トラフ巨大地震が発生した場合、大阪市住之江区の沖合に

110 分後に約１ｍの高さの津波が来ると想定されており、公共施設や市営住宅のほか、民間事業

者の協力を得て、津波避難施設（津波避難ビル・水害時避難ビル）を市内に約 3,000棟確保して

います。 

2000 年 9 月の観測された東海豪雨級の雨が降った場合の内水氾濫を対象として、大阪駅周辺

地区の地下空間には、ブロックごとに設定した目標止水高さを確保した止水設備の整備が完了して

います。また、高潮対策については、防潮堤の天端高の確保や水門の整備（3 大水門等）、台風の

接近に伴う事前対応（水門・防潮堤の閉鎖作業）により浸水被害を防ぐこととしていますが、想定

最大規模の高潮が発生した場合、大阪市の大半が浸水するため、台風情報等をできる限り早く市民

に周知し、事前の避難や対策をしてもらう課題があります。 

 

 札幌駅前通地下歩⾏空間（チ・カ・ホ）は地下鉄南北線⼤通駅〜さっぽろ駅の延⻑約 520ｍ、

幅員約 20m で、2011 年 3⽉供⽤開始し、札幌駅前通まちづくり株式会社の指定管理により運営

されています。この地区の防災に関しては札幌駅前通地区防災協議会を 2015 年 3⽉に設立し、

道路管理者の札幌市道路管理課・道路維持課、広場管理者の札幌市都⼼まちづくり課・都市交通課、 

札幌市交通局、更に接続ビル 12施設により構成されています。 

2018 年 9⽉の北海道胆振東部地震の際には、市内含む道内全域で停電（ブラックアウト）が発

生し、JR・地下鉄・バス・路⾯電⾞全てが不通となり、固定電話・携帯電話とも⼀部エリアで不通

という状況に陥りました。また、宿泊が必要となった帰宅困難者等は 9月 6日に 1,720⼈、9月

7 日に 1,060⼈を数え、その約６割が外国⼈でした。幸い発災半日後の１５時過ぎには復電した
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ため、札幌市はチ・カ・ホを⼀時滞在施設として利用することを決定しました。 

都⼼部における災害時の帰宅困難者は、オフィスワーカーだけではなく、観光都市・札幌では観

光客特に外国人観光客への配慮が必要になります。滞在者への的確な情報提供や、冬期間に発災し

た場合の想定、そして今日では感染症対策を盛り込むなど、「札幌駅前通地区帰宅困難者対策の⼿

引き」を 2019 年度に策定し、2022 年に正式版が完成したところです。 

なお、この経験をもとにして、都⼼における開発誘導⽅針に⼀時滞在スペース、備蓄倉庫や⾮常

⽤電源設備を備えるなどの防災性を向上させる場合、容積率緩和をメニューの⼀つとして位置付け

ることとしました。そして札幌駅前通北街区地区計画の変更や、札幌駅前通北街区地区まちづくり

ガイドラインの策定へとつないできています。 

震災対策のまず第一は、ただちに列車を停止させることです。東日本大震災のときは東京に大き

な揺れが来る前にすべての列車を停止さましせた。また駅間で停止した列車は最徐行で次の駅まで

運転しお客様の安全を確保します。更に震度４以下の区間は回送列車で、震度５弱以上の区間は技

術係員の歩行により点検を行います。他に安全確認後の運転再開についても、他鉄道と運転再開の

タイミングを調整しながら進めます。現在、震度７クラスの地震でも倒壊や崩落を起こさないレベ

ルの補強は完成しており、さらに被害軽減のための補強を進めているところです。 

ゲリラ豪雨等、局所的な水害への備えでは、豪雨発生の可能性等の情報を入手した場合、換気口

の浸水防止機を閉めるほか、駅では降雨の状況や道路の冠水の有無等を確認し、浸水のおそれのあ

る時は出入口の浸水防止処置を行います。荒川氾濫等、大規模水害の恐れに対しては、全線で計画

運休を行い、お客さまが駅及び車内にいない状態としてから重要施設や、駅の浸水防止処置を行い

ます。更に大規模水害発生の危険性が高まったと判断した場合は、車両を浸水しない区間に避難さ

せるとともに、駅社員もこの列車に乗って避難し、トンネル内の防水ゲートを閉めることにしてい

ます。 

課題として、震災時の帰宅困難者対策においては、部分的な運転再開ではその終点駅でさらに滞

留し、混乱が拡大しかねないため、運転再開のオペレーションや情報提供を適切に行っていくこと

が必要です。また大規模水害対策においては、地下空間は地下街やビル等の施設が地下鉄と接続し

ていることから、対策が未了の箇所から浸水すると、結果的に地下空間全体に被害が拡大してしま

うため、地下空間全体として対策を進める必要があります。 
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防災・減災の観点から見た地下街を見たとき、楽しむ・通過する・働く・休むなどの多様な機能、

通勤・通学者・買い物客・滞留者などの様々な人、更に駅舎・オフィス・ホテル・商業ビル・学校

など雑多な建物のため、これらのダイバーシティーが災害時の「相反」を生むことになります。 

横浜駅西口には「横浜駅西口共同防火防災管理協議会」があります。2014 年 10 月 6 日の台

風 18号への対応の際は、約 20分で水位が急激に上昇し、迅速な判断が必要な状況でした。幸い

干潮だったため氾濫には至りませんでしたが、４つの着眼点が必要ということがわかりました。 

まず①「情報」という着眼点では、戦略的イノベーションプログラム（SIP）における「首都圏

複合災害への対応・減災支援技術」開発の一環で、東京電機大学小林亘教授を中心として、降雨・

水位・浸水・潮位情報を各事業所に配信するツール（名称：Area-Rain）を開発・運用しています。

また、②「共通理念・ルール」という着眼点では、この防災管理協議会の事務局（相鉄ビルマネジ

メント）のリーダーシップのもとで、帷子川の水位に応じて、取るべきアクションを事前に取り決

めています。 

③「災害状況のイマジネーション」という着眼点では、例えば 3次元都市空間データ上で 2004

年台風 22号での横浜駅西口の浸水範囲を可視化したり、浸水想定データに基づき横浜駅西口の浸

水範囲を可視化しています。そして④「顔の見える関係による相互理解」という着眼点では、図上

訓練型ワークショップで浸水情報（氾濫予測）の仮想的な条件を付与し、情報受信時のイメージを

持ち、地区での課題等について議論して、各社で行うべき対応のイメージを共有しています。また

2019 年 12 月に横浜駅東西をつなぐ通路が全面開通し、2020 年 6 月に駅ビル「JR 横浜タワ

ー」が完成したことに伴い、東口・西口エリアの連携も始まりました。 
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